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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期

第２四半期累計期間
第９期

第２四半期累計期間
第８期

会計期間
自平成27年３月１日
至平成27年８月31日

自平成28年３月１日
至平成28年８月31日

自平成27年３月１日
至平成28年２月29日

売上高 （千円） 2,403,933 3,610,292 6,089,221

経常利益 （千円） 171,690 347,158 647,040

四半期（当期）純利益 （千円） 108,685 232,323 432,588

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 37,350 260,595 260,595

発行済株式総数 （株） 2,050,000 6,657,300 2,219,100

純資産額 （千円） 1,045,081 2,052,885 1,815,476

総資産額 （千円） 2,112,144 3,450,837 2,792,176

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 8.84 17.45 33.86

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － 14.92 28.68

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 49.5 59.3 65.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △24,276 338,274 347,035

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △169,038 △194,518 △360,968

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 14,911 205,086 120,820

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 673,085 1,307,218 958,376

 

回次
第８期

第２四半期会計期間
第９期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成27年６月１日
至平成27年８月31日

自平成28年６月１日
至平成28年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 2.85 6.35

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第８期第２四半期累計期間は新株予約権

の残高がありますが非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。また、第８期で

は、当社株式は、平成27年９月２日に東京証券取引所マザーズ市場に上場しており、新規上場日から期末日

までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。

５．１株当たり配当額については、配当を実施していないため、記載しておりません。

６．当社は、平成27年５月27日付で普通株式１株につき1,000株、平成28年３月１日付で普通株式１株につき３

株、平成28年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、第８期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額を算定しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、当社は関係会

社を有しておりません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀によって各種政策が実行されましたが、回復の勢いは

弱く、雇用情勢は堅調に推移したものの、個人消費については力強さを欠くものとなりました。

　当社の属する衣料品小売業界におきましては、インターネット販売の市場は拡大を継続しているものの、実店舗

による販売に主軸を置く、老舗百貨店や名門アパレル企業の業績は、低調に推移しております。

　このような状況のもとで、当社は、前事業年度より引き続き、商品力の強化、戦略的な店舗展開、人材の確保と

育成、インターネット販売の強化等に取り組んでまいりました。

　また、前事業年度より開始した業態「ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ」につきましても、当事業年度も引き続き、積

極的に経営資源を投入しました。

　出店は、ＳＴＵＤＩＯＵＳ業態におきましては、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　博多店」、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　３ｒｄ

原宿店」、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＣＩＴＹ　新宿店」、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＣＩＴＹ　名古屋店」、「ＳＴＵＤ

ＩＯＵＳ　ＣＩＴＹ　大阪店」、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＵＳＥＤ　原宿店」の６店舗に加えて、海外向けＥＣ店舗

として、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＧＬＯＢＡＬ　ＯＮＬＩＮＥ　ＳＴＯＲＥ」がオープンいたしました。なお、「Ｓ

ＴＵＤＩＯＵＳ　ＣＩＴＹ」は、既存店舗に比べ、ハイエンドな顧客層をターゲットとしまして、当事業年度より

開始いたしました派生業態であります。また、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＵＳＥＤ」は、リユース業界における成長市

場の発見を目指して出店した派生業態であります。なお、ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ業態におきましては、「ＵＮ

ＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ　福岡店」がオープンいたしました。

　また、ＳＴＵＤＩＯＵＳ業態におきまして、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＷＯＭＥＮＳ　渋谷店」をクローズし、「Ｓ

ＴＵＤＩＯＵＳ　ＴＯＫＹＯ　神南店」の１階部分に、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＴＯＫＹＯ　ＷＯＭＥＮＳ　神南

店」をオープンしました。そして、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＴＯＫＹＯ　神南店」は、２階部分に集約させ、「ＳＴ

ＵＤＩＯＵＳ　ＴＯＫＹＯ　ＭＥＮＳ神南店」と改称いたしました。

　以上により、当第２四半期累計期間の売上高は、3,610,292千円（前年同期比50.2％増）、営業利益346,182千円

（同94.6％増）、経常利益347,158千円（同102.2％増）、四半期純利益232,323千円（同113.8％増）となりまし

た。

 

(2）財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末の資産合計は、3,450,837千円と前事業年度末に比べて658,661千円の増加となりまし

た。これは主に、現金及び預金が348,841千円、売掛金が55,822千円、たな卸資産が93,508千円、建物が124,121千

円、差入保証金が47,544千円増加したためであります。

（負債）

　当第２四半期会計期間末の負債合計は、1,397,951千円と前事業年度末に比べて421,251千円の増加となりまし

た。これは主に、買掛金が147,951千円、流動負債のその他に含まれる未払費用が54,193千円、長期借入金が

200,000千円増加したためであります。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末の純資産合計は、2,052,885千円と前事業年度末に比べ237,409千円増加し、自己資本比

率は59.3％となりました。これは主に、四半期純利益の計上に伴い、利益剰余金が232,323千円増加したためであ

ります。

②キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前事業年度末から348,841

千円増加し、1,307,218千円となりました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要

因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における営業活動の結果得られた資金は、338,274千円となりました。これは主に、税引

前四半期純利益の計上347,158千円、仕入債務の増加額147,951千円に対し、売上債権の増加額55,822千円、たな卸

資産の増加額93,508千円、法人税等の支払額131,697千円があったためです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における投資活動の結果支出した資金は、194,518千円となりました。これは主に、差入

保証金の回収による収入26,640千円があったものの、有形固定資産の取得による支出135,222千円、差入保証金の

差入による支出74,171千円があったためです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における財務活動の結果得られた資金は、205,086千円となりました。これは主に、長期

の借入による収入200,000千円があったためです。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5）従業員数

　当第２四半期累計期間において、主として業容の拡大に伴う定期及び期中採用により従業員数が大幅に増加し、

133人となりました。

　なお、従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数を含んでおりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

（注）　平成28年７月14日開催の取締役会決議により、平成28年９月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発

行可能株式総数は24,000,000株増加し、48,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年10月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,657,300 13,320,600
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない、当社に

おける標準となる株

式であります。単元

株式数は100株であ

ります。

計 6,657,300 13,320,600 － －

　（注）提出日現在発行数には、平成28年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成28年７月14日

新株予約権の数（個） 3,460

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）
346,000

（注）1

新株予約権の行使時の払込金額（円）
1,476

（注）2

新株予約権の行使期間
自 平成29年６月１日

至 平成33年８月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格   　1,476

資本組入額     738

（注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の

承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

（注）１．付与株式数は、本新株予約権の割当日後を基準日として、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを

含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる

調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これら

の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整される

ものとする。

　　　２．　本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自

己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上

げる。

 
既発行株式数×

新規発行株式数×１株あたり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額

の調整を行うことができるものとする。
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　　　３．①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４．①　本新株予約権者は、平成29年２月期から平成31年２月期のいずれかの期の損益計算書（連結損益計算書

を作成している場合、連結損益計算書）におけるのれん償却前営業利益が下記（a）乃至（b）に掲げる条件

を満たしている場合、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、下記（a）乃至（b）に掲げる

割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として行使することができる。ただし、行使可能な

本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合には、これを切り捨てた数とし、国際財務報告基準の適用

等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会で定め

るものとする。

（a）1,000百万円を超過した場合: 行使可能割合:50％

（b）1,200百万円を超過した場合: 行使可能割合:100％

②　ただし、平成29年２月期から平成31年２月期のいずれかの期におけるのれん償却前営業利益が660百

万円を下回った場合には、上記①に基づいて既に行使可能となっている新株予約権を除き、それ以後、

本新株予約権は行使できないものとする。

③　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

④　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

⑤　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑥　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、「新株予約権

割当契約書」に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割

契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

６．当社は、以下の事由が生じた場合、本新株予約権を無償にて取得することができるものとします。

(1）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議

案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会

（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会）で決議されたとき

(2）新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合（ただし、取締役会において正当な理

由があると認められた場合を除く）、又は当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄した

場合

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年６月１日～

平成28年８月31日
－ 6,657,300 － 260,595 － 244,595

　（注）１．平成28年９月１日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が6,657,300株増加しております。

２．平成28年９月１日から平成28年９月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が6,000

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ102千円増加しております。
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（６）【大株主の状況】

  平成28年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

谷　正人 東京都渋谷区 1,240,000 18.62

鹿島　克美 東京都世田谷区 1,200,000 18.02

中水　英紀 東京都渋谷区 895,000 13.44

株式会社 K Asset Management 東京都渋谷区神宮前三丁目21番８号 540,000 8.11

株式会社 MT Asset Management 東京都渋谷区東一丁目２番20号 530,000 7.96

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 390,300 5.86

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 262,600 3.94

株式会社 ASIA Asset Management 東京都渋谷区鶯谷町14番 195,000 2.92

SMBC日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 101,700 1.52

BARCLAYS BANK PLC A/C CLIENT

SEGREGATED A/C PB CAYMAN CLIENTS

（常任代理人　バークレイズ証券株

式会社）

１ CHURCHILL PLACE LONDON E14 ５HP

（東京都港区六本木六丁目10番１号）
76,600 1.15

計 － 5,431,200 81.58

 （注）１．当社は、平成28年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。所有者別状況

につきましては、当該株式分割前の所有株式数、発行済株式総数に対する所有株式数の割合を記載しており

ます。

２．平成28年９月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、フィデリティ投

信株式会社が平成28年８月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当

第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。
大量保有者                                 フィデリティ投信株式会社

住所                                       東京都港区六本木七丁目７番７号

保有株券等の数                             株式 822,400株

株券等保有割合                             6.18％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　6,655,900 66,559

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であります。単

元株式数は100株でありま

す。

単元未満株式 普通株式　　　　1,400 － －

発行済株式総数 6,657,300 － －

総株主の議決権 － 66,559 －

（注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が31株含まれております。

２．当社は、平成28年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。発行済株式につ

きましては、当該株式分割前の株式数、議決権の数を記載しております。

 

②【自己株式等】

平成28年８月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成28年６月１日から平成28

年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年３月１日から平成28年８月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（平成28年２月29日）
当第２四半期会計期間
（平成28年８月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 958,376 1,307,218

売掛金 338,853 394,675

たな卸資産 ※１ 681,266 ※１ 774,774

その他 58,093 50,654

流動資産合計 2,036,590 2,527,323

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 372,313 496,435

その他（純額） 35,254 26,113

有形固定資産合計 407,568 522,548

無形固定資産 8,503 13,604

投資その他の資産   

差入保証金 324,537 372,082

その他 14,976 15,278

投資その他の資産合計 339,514 387,361

固定資産合計 755,586 923,514

資産合計 2,792,176 3,450,837

負債の部   

流動負債   

買掛金 577,748 725,699

未払法人税等 131,711 114,794

賞与引当金 55,649 39,126

ポイント引当金 16,492 25,873

その他 189,769 287,119

流動負債合計 971,372 1,192,614

固定負債   

長期借入金 - 200,000

その他 5,328 5,337

固定負債合計 5,328 205,337

負債合計 976,700 1,397,951

純資産の部   

株主資本   

資本金 260,595 260,595

資本剰余金 244,595 244,595

利益剰余金 1,310,284 1,542,608

自己株式 - △103

株主資本合計 1,815,476 2,047,695

新株予約権 - 5,190

純資産合計 1,815,476 2,052,885

負債純資産合計 2,792,176 3,450,837
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年８月31日)

売上高 2,403,933 3,610,292

売上原価 1,183,945 1,702,058

売上総利益 1,219,988 1,908,234

販売費及び一般管理費 ※ 1,042,116 ※ 1,562,052

営業利益 177,871 346,182

営業外収益   

受取利息 68 9

受取配当金 40 40

受取補償金 50 900

その他 336 358

営業外収益合計 494 1,307

営業外費用   

支払利息 619 321

上場関連費用 6,032 -

その他 24 9

営業外費用合計 6,675 331

経常利益 171,690 347,158

税引前四半期純利益 171,690 347,158

法人税等 63,005 114,834

四半期純利益 108,685 232,323
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 171,690 347,158

減価償却費 25,834 38,106

ソフトウエア償却費 1,494 1,683

賞与引当金の増減額（△は減少） △17,652 △16,523

ポイント引当金の増減額（△は減少） 3,610 9,380

受取利息及び受取配当金 △108 △49

支払利息 619 321

上場関連費用 6,032 -

売上債権の増減額（△は増加） △61,757 △55,822

たな卸資産の増減額（△は増加） △146,327 △93,508

仕入債務の増減額（△は減少） 178,430 147,951

その他 △49,110 91,544

小計 112,755 470,244

利息及び配当金の受取額 108 49

利息の支払額 △619 △321

法人税等の支払額 △136,521 △131,697

営業活動によるキャッシュ・フロー △24,276 338,274

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △123,834 △135,222

長期前払費用の取得による支出 - △1,928

ソフトウエアの取得による支出 △4,244 △5,704

資産除去債務の履行による支出 - △4,130

差入保証金の差入による支出 △40,959 △74,171

差入保証金の回収による収入 - 26,640

投資活動によるキャッシュ・フロー △169,038 △194,518

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 38,380 -

長期借入れによる収入 - 200,000

長期借入金の返済による支出 △18,341 -

上場関連費用の支出 △5,127 -

自己株式の取得による支出 - △103

新株予約権の発行による収入 - 5,190

財務活動によるキャッシュ・フロー 14,911 205,086

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △178,403 348,841

現金及び現金同等物の期首残高 851,489 958,376

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 673,085 ※ 1,307,218
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、これによる当第２四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

　※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成28年２月29日）
当第２四半期会計期間
（平成28年８月31日）

商品 677,994千円 770,795千円

貯蔵品 3,271 3,979

 

　２　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。
 

 
前事業年度

（平成28年２月29日）
当第２四半期会計期間
（平成28年８月31日）

当座貸越極度額の総額 600,000千円 800,000千円

借入実行残高 - -

差引額 600,000 800,000

 

（四半期損益計算書関係）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成27年３月１日
　　至 平成27年８月31日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成28年３月１日
　　至 平成28年８月31日）

地代家賃 310,498千円 450,355千円

販売手数料 162,205 271,708

給料及び手当 221,475 307,753

賞与引当金繰入額 19,662 39,618

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日）

現金及び預金勘定 673,085千円 1,307,218千円

現金及び現金同等物 673,085 1,307,218
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年８月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年８月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年８月31日）

　当社は、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年８月31日）

　当社は、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

（自　平成27年３月１日
至　平成27年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年８月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 8.84円 17.45円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 108,685 232,323

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 108,685 232,323

普通株式の期中平均株式数（株） 12,300,000 13,314,593

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 - 14.92円

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） - -

普通株式増加数（株） - 2,257,640

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

-

 

-

 

（注）　１．前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高

はありますが非上場であり期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．当社は、平成27年５月27日付で普通株式１株につき1,000株、平成28年３月１日付で普通株式１株に

つき３株、平成28年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前事業年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

（株式分割及び定款の一部変更等について）

当社は平成28年７月14日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり株式の分割及び定款の一部変更等を実施

いたしました。

 

１．株式分割の目的

　当社株式の流動性を高めて、投資家の皆様により投資しやすい環境を整えるとともに、投資家層の拡大を図

ることを目的とするものであります。

 

２．株式分割の概要

　（１）株式分割の方法

　平成28年８月31日（水曜日）を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載または記録された株主が所有す

る当社株式１株につき、２株の割合をもって分割いたしました。

 

　（２）株式分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 6,657,300 株

今回の株式分割により増加する株式数 6,657,300 株

株式分割後の当社発行済株式総数 13,314,600 株

株式分割後の発行可能株式総数 48,000,000 株

 

３．株式分割の日程

（１）基準日公告日 平成28年８月16日（火曜日）

（２）分割基準日 平成28年８月31日（水曜日）

（３）効力発生日 平成28年９月１日（木曜日）

 

４．１株当たり情報に及ぼす影響

当社株式分割による影響は、「１株当たり情報」に記載しております。

 

５．資本の額の変更

　今回の分割に際して、当社の資本金の額の増加はありません。
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６．株式分割に伴う定款の一部変更

　（１）変更の理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づく取締役会決議により、平成28年９月１日（木

曜日）をもって、当社定款第６条の発行可能株式総数を変更いたしました。

 

　（２）変更の内容

　　変更の内容は、以下のとおりです。

（表中下線は変更部分）

変更前 変更後

（発行可能株式総数）

第6条　当会社の発行可能株式総数は、

24,000,000株とする。

（発行可能株式総数）

第6条　当会社の発行可能株式総数は、

48,000,000株とする。

 

　（３）変更の日程

　　効力発生日　　平成28年９月１日（木曜日）

 

７．新株予約権行使価額の調整

今回の株式分割に伴い、新株予約権の１株当たりの権利行使価額を平成28年９月１日（木曜日）以降、以下

のとおり調整いたしました。

新株予約権の名称 調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 34円 17円

第２回新株予約権 67円 34円

第３回新株予約権 157円 79円
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年10月12日

株式会社ＴＯＫＹＯ　ＢＡＳＥ

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮崎　　大　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浅井　則彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＴＯ

ＫＹＯ　ＢＡＳＥ（旧社名　株式会社ＳＴＵＤＩＯＵＳ）の平成２８年３月１日から平成２９年２月２８日までの第９期

事業年度の第２四半期会計期間（平成２８年６月１日から平成２８年８月３１日まで）及び第２四半期累計期間（平成２

８年３月１日から平成２８年８月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算

書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＴＯＫＹＯ　ＢＡＳＥ（旧社名　株式会社ＳＴＵＤＩＯＵＳ）の平成

２８年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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